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■口座残高など、お取引状況についてのお問い合わせ
　お取引のある販売会社へお問い合わせください。
■当運用報告書についてのお問い合わせ
コールセンター　0120-88-2976
受付時間：午前9時～午後5時（土、日、祝・休日を除く）

当ファンドの仕組みは次の通りです。

商品分類 追加型投信／国内／債券

信託期間 無期限（設定日：2002年３月７日）

運用方針 マザーファンドへの投資を通じて、実質
的に日本の公社債に投資し、信託財産の
中長期的な成長を図ることを目標に運用
を行います。

主要投資対象 当ファンドは以下のマザーファンドを主
要投資対象とします。

国内債券マザーファンド（Ｂ号）

日本の公社債

当ファンドの
運用方法

■中長期的にＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総
合）を上回る投資成果を目指して運用
を行います。

■マザーファンドへの投資を通じて、主
として日本の公社債に投資します。

組入制限 当ファンド

■外貨建資産への投資は行いません。

国内債券マザーファンド（Ｂ号）

■外貨建資産への投資は行いません。

分配方針 ■年１回（原則として毎年３月６日。休
業日の場合は翌営業日）決算を行い、
分配金額を決定します。

■分配対象額は、経費控除後の利子・配
当等収益と売買益（評価益を含みま
す。）等の全額とします。

■分配金額は、委託会社が基準価額の水
準等を勘案して決定します。

※委託会社の判断により分配を行わない
場合もあるため、将来の分配金の支払
いおよびその金額について保証するも
のではありません。

複利効果による信託財産の成長を優先
するため、分配を極力抑制します。
（基準価額水準、市況動向等によって
は変更する場合があります。）

三井住友・
日本債券
年金ファンド

【運用報告書（全体版）】

（2020年３月７日から2021年３月８日まで）

第 19 期

決算日 2021年３月８日

受益者の皆さまへ

平素は格別のお引立てに預かり、厚くお礼申し上

げます。

当ファンドはマザーファンドへの投資を通じて、

実質的に日本の公社債に投資し、信託財産の中長

期的な成長を図ることを目標に運用を行います。

当期についても、運用方針に沿った運用を行いま

した。

今後ともご愛顧のほどお願い申し上げます。
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三井住友・日本債券年金ファンド

最近５期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額 （ベ ン チ マ ー ク）

ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合） 債券組入
比 率

純 資 産
総 額

(分配落) 税 込
分 配 金

期 中
騰 落 率

期 中
騰 落 率

円 円 ％ ％ ％ 百万円
15期（2017年３月６日） 12,230 0 △1.0 378.60 △0.8 98.4 5,277

16期（2018年３月６日） 12,274 0 0.4 381.53 0.8 99.3 5,532

17期（2019年３月６日） 12,347 0 0.6 385.77 1.1 99.7 5,941

18期（2020年３月６日） 12,552 0 1.7 394.08 2.2 100.0 6,378

19期（2021年３月８日） 12,238 0 △2.5 385.04 △2.3 99.8 6,404

※基準価額の騰落率は分配金込み。

※当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。

※ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）は、野村證券株式会社が公表している指数で、その知的財産権は野村證券株式会社およびその許諾者に帰

属します。なお、野村證券株式会社およびその許諾者は、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）を用いて行われる三井住友DSアセットマネジメ

ント株式会社の事業活動・サービスに関し一切責任を負いません。また、野村證券株式会社およびその許諾者は当ファンドの運営に何ら

関与するものではなく、ファンドの運用成果に対して一切の責任を負うものではありません。

当期中の基準価額と市況等の推移

年 月 日
基 準 価 額 （ベ ン チ マ ー ク）

ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合） 債 券 組 入
比 率

騰 落 率 騰 落 率

（期　　　首） 円 ％ ％ ％
2020年３月６日 12,552 － 394.08 － 100.0

３月末 12,347 △1.6 388.45 △1.4 99.8

４月末 12,397 △1.2 389.79 △1.1 99.9

５月末 12,345 △1.6 388.13 △1.5 99.9

６月末 12,296 △2.0 386.56 △1.9 99.8

７月末 12,329 △1.8 387.91 △1.6 100.0

８月末 12,275 △2.2 386.09 △2.0 100.0

９月末 12,306 △2.0 387.22 △1.7 99.3

10月末 12,286 △2.1 386.63 △1.9 99.3

11月末 12,298 △2.0 387.12 △1.8 99.3

12月末 12,302 △2.0 387.20 △1.7 99.4

2021年１月末 12,271 △2.2 386.25 △2.0 99.5

２月末 12,178 △3.0 383.06 △2.8 99.9

（期　　　末）
2021年３月８日 12,238 △2.5 385.04 △2.3 99.8

※騰落率は期首比です。

※当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。
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三井住友・日本債券年金ファンド

１ 運用経過
基準価額等の推移について（2020年３月７日から2021年３月８日まで）

基準価額等の推移

※分配金再投資基準価額およびベンチマークは、期首の値が基準価額と同一となるように指数化しています。
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純資産総額（百万円）: 右軸

ベンチマーク : 左軸

分配金再投資基準価額（円）: 左軸
基準価額（円）: 左軸

期　　首 12,552円

期　　末 12,238円
（分配金0円（税引前）込み）

騰 落 率 －2.5％
（分配金再投資ベース）

分配金再投資基準価額について
　分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を分配時
に再投資したと仮定して計算したもので、ファンド
運用の実質的なパフォーマンスを示します。

※分配金を再投資するかどうかについては、受益者の皆さまがご
利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額な
どによって課税条件も異なります。したがって、受益者の皆さ
まの損益の状況を示すものではありません。（以下、同じ）

※当ファンドのベンチマークは、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）です。
※ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）は、野村證券株式会社が公表している指数で、その知的財産権は野村證券株式会社およ
びその許諾者に帰属します。なお、野村證券株式会社およびその許諾者は、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）を用いて行
われる三井住友DSアセットマネジメント株式会社の事業活動・サービスに関し一切責任を負いません。また、野村證
券株式会社およびその許諾者は当ファンドの運営に何ら関与するものではなく、ファンドの運用成果に対して一切の
責任を負うものではありません。
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三井住友・日本債券年金ファンド

基準価額の主な変動要因（2020年３月７日から2021年３月８日まで）

　当ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、実質的に日本の公社債に投資しました。Ｎ
ＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）をベンチマークとし、４つの投資戦略（デュレーション（投資資金の平
均回収期間）、イールドカーブ（利回り曲線）、セクター（債券種別）、個別銘柄選択）によりベンチ
マークを上回る投資成果を目指しました。

組入れファンドの状況

組入れファンド 投資資産 騰落率 期末組入比率
国内債券マザーファンド（Ｂ号） 国内債券 －1.9％ 100.3％
※比率は、純資産総額に対する割合です。

下落要因
●追加緩和期待の後退や日銀による金融政策の点検への警戒を背景に、金利が上昇（債券
価格は下落）したこと
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三井住友・日本債券年金ファンド

投資環境について（2020年３月７日から2021年３月８日まで）

日本の長期金利の代表とされる10年国債利回りは、上昇しました。

　2020年３月に米国で緊急利下げが実施さ
れ、期初の国内長期金利は一時－0.1％台後
半へ低下する場面もありました。しかし３
月中旬には、資産価格のボラティリティ（価
格変動性）の上昇を受けて投資全般を縮小す
る動きが広がると、安全資産とされる国債
に対しても売却の動きが波及し、長期金利
は０％近辺へ急上昇しました。日銀は、
2020年３月に金融緩和策を強化しましたが、
長短金利操作目標は維持しました。大規模
な財政拡大に伴う国債増発懸念がくすぶる
なか、長期金利はプラス圏へ上昇し、３月
下旬には一時0.095％を付ける場面もありま
した。しかし、金利上昇局面では日銀が国
債買入れを積極化したことで、４月には小
幅マイナス圏へと低下しました。
　その後は、財政拡大に伴う国債増発リス
クが意識され、再度プラス圏へと金利上昇
しましたが、日銀のイールドカーブコント
ロール（長短金利操作）により、年末まで長
期金利は概ね小幅プラス圏での横ばい推移
が続きました。一方、超長期ゾーンの金利
は、国債増発の影響を受けて、上昇基調で
推移しました。12月に開催された日銀金融
政策決定会合では、２％の物価目標を実現
するためのより効果的で持続的な金融緩和

の点検を行い、３月会合を目途に結果を公
表することが示されました。2021年１月以
降は、長期金利の変動幅拡大が検討される
との観測が高まったほか、米経済対策によ
る景気回復期待の高まり等を受けて海外金
利が上昇基調で推移したこともあり、長期
金利は期末まで上昇基調で推移しました。
　当期の市場の動きを10年国債利回りでみ
ると、期首－0.121％から期末0.123％へと
上昇しました。20年国債利回りも上昇しま
した。
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三井住友・日本債券年金ファンド

ポートフォリオについて（2020年３月７日から2021年３月８日まで）

当ファンド

　主要投資対象である、「国内債券マザー
ファンド（Ｂ号）」を高位に組み入れました。

国内債券マザーファンド（Ｂ号）

●デュレーション（投資資金の平均回収期間）
　デュレーションは、期初より12月にかけ
て、低金利環境の長期化を念頭にベンチ
マーク対比中立から長めを基本に運営しま
した。ただし、６月末から７月末にかけて
は、国債増発に伴う需給悪化を想定し、ベ
ンチマーク対比短めとしました。12月中旬
には、長期金利が０％近辺へ低下する中、
金利低下余地は限定的と想定しベンチマー
ク対比短めとしましたが、直後の小幅金利
上昇時に中立へ変更しました。１月中旬に
は財政拡大懸念を背景とする米金利上昇が
一服したと判断し、ベンチマーク対比長め
としましたが、日銀が長期金利変動幅の拡
大を検討するとの観測報道を受け、ベンチ
マーク対比短めに変更しました。その後は
いったん買戻しが入る可能性を考慮し再度
ベンチマーク対比長めにしましたが、日銀
の政策柔軟化への根強い警戒感から金利が
低下しづらくなったことから、２月にベン
チマーク対比短めに変更し、金利が上昇し

た２月下旬に短期化幅を縮小、３月初旬に
中立化しました。

●残存期間別配分
　残存期間の構成は、ベンチマーク対比中
期債の割合は低め、長期債の割合は高め、
超長期債の割合は低めを基本としつつ、
イールドカーブの見通しに応じてポジショ
ン量を調整しました。

●種別配分
　種別戦略は、期を通して事業債、ＭＢＳ
をベンチマーク対比でオーバーウェイトと
しました。
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三井住友・日本債券年金ファンド

ベンチマークとの差異の状況および要因

　当期における基準価額の騰落率は－2.5％（分配金再投資ベース）となり、ベンチマークの騰落
率－2.3％を0.2％下回りました。
プ ラ ス 要 因
●事業債をオーバーウェイトとした種別選択と事業債の銘柄選択効果がプラスに寄与した
こと

マイナス要因
●信託報酬等の支払い
●金利上昇局面でベンチマーク対比長めとしたデュレーション戦略がマイナスに寄与した
こと

※基準価額は分配金再投資ベース

-2.5 -2.3

（％）

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

第19期

ベンチマーク基準価額

ベンチマークとの差異について（2020年３月７日から2021年３月８日まで）

基準価額とベンチマークの対比（騰落率）
　当ファンドは、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総
合）をベンチマークとしています。
　左のグラフは、基準価額とベンチマークの
騰落率の対比です。
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三井住友・日本債券年金ファンド

２ 今後の運用方針
当ファンド

　主要投資対象である「国内債券マザーファ
ンド（Ｂ号）」を高位に組み入れて運用を行い
ます。

国内債券マザーファンド（Ｂ号）

　２％の「物価安定の目標」が安定的に持続
することは展望できず、「長短金利操作付き
量的・質的金融緩和」は当面継続される見込
みです。引き続き国内外の経済および金融
市場・政策動向を踏まえ、パフォーマンス
向上を目指して機動的な運用に努めます。
　デュレーションは、長期金利の方向性を

的確に見極めつつ機動的にリスクをとる方
針です。残存期間別配分は、イールドカー
ブの各残存年限それぞれについて割高・割
安の判断を定性・定量の両面から行い、
デュレーション戦略と整合をとりつつポジ
ションを適宜調整します。
　種別配分は、事業債のオーバーウェイト
を続けます。引き続き各種別の市場動向を
注視し、対応していく方針です。
　個別銘柄選択は、企業の信用力、スプ
レッド（国債に対する上乗せ金利）動向を注
視して銘柄選択を慎重に行い、割安な銘柄
を組み入れます。

分配金について（2020年３月７日から2021年３月８日まで）

※単位未満を切り捨てているため、「当期の収益」と「当期の収益以外」の合計が「当期分配金」と一致しない場合がありま
す。
※「対基準価額比率」は、「当期分配金」（税引前）の期末基準価額（分配金（税引前）込み）に対する比率で、当ファンドの収
益率とは異なります。

（単位：円、１万口当たり、税引前）

項　目 第19期

当期分配金 －
（対基準価額比率） （－％）

当期の収益 －
当期の収益以外 －

翌期繰越分配対象額 2,518

　当期の分配は、複利効果による信託財産の
成長を優先するため、見送りといたしました。
　なお、留保益につきましては、運用の基本
方針に基づき運用いたします。
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三井住友・日本債券年金ファンド

３ お知らせ
約款変更について

　該当事項はございません。
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三井住友・日本債券年金ファンド

１万口当たりの費用明細（2020年３月７日から2021年３月８日まで）

項 目 金 額 比 率 項 目 の 概 要

(a) 信 託 報 酬 68円 0.553％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×（経過日数／年日数）
投信会社：ファンド運用の指図等の対価
販売会社：交付運用報告書等各種資料の送付、口座内でのファンドの管

理、購入後の情報提供等の対価
受託会社：ファンド財産の保管および管理、投信会社からの指図の実行等

の対価

（投 信 会 社） (31) (0.254)

（販 売 会 社） (31) (0.254)

（受 託 会 社） ( 5) (0.044)

(b) そ の 他 費 用 0 0.002
その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
監査費用：監査法人に支払うファンドの監査費用
そ の 他：信託事務の処理等に要するその他費用

（監 査 費 用） ( 0) (0.002)

（そ の 他） ( 0) (0.000)

合 計 68 0.555

期中の平均基準価額は12,302円です。

※期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出しています。

※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

※各項目毎に円未満は四捨五入しています。

※その他費用は、当ファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを含みます。

参考情報 総経費率（年率換算）

運用管理費用（受託会社）
0.04％

その他費用
0.00％

運用管理費用（投信会社）
0.25％

運用管理費用（販売会社）
0.25％

総経費率
0.54％

※各費用は、前掲「１万口当たりの費用明細」におい

て用いた簡便法により算出したもので、原則として、

募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税

を含みません。

※各比率は、年率換算した値（小数点以下第２位未満

を四捨五入）です。

※上記の前提条件で算出しているため、「１万口当た

りの費用明細」の各比率とは、値が異なる場合があ

ります。なお、これらの値はあくまでも参考であり、

実際に発生した費用の比率とは異なります。

当期中の運用・管理にかかった費用の総額
（原則として、募集手数料、売買委託手数
料および有価証券取引税を除く。）を期中
の平均受益権口数に期中の平均基準価額
（１口当たり）を乗じた数で除した総経費
率（年率換算）は0.54％です。
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三井住友・日本債券年金ファンド

当期中の売買及び取引の状況（2020年３月７日から2021年３月８日まで）

親投資信託受益証券の設定、解約状況

設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額

千口 千円 千口 千円
国内債券マザーファンド（Ｂ号） 535,547 759,728 428,885 607,967

※単位未満は切捨て。ただし、単位未満の場合は小数で記載。

利害関係人との取引状況等（2020年３月７日から2021年３月８日まで）

(1) 利害関係人との取引状況

三井住友・日本債券年金ファンド

　当期中における利害関係人との取引等はありません。

国内債券マザーファンド（Ｂ号）

区 分 買付額等
Ａ

売付額等
Ｃうち利害関係人

との取引状況Ｂ
Ｂ
Ａ

うち利害関係人
との取引状況Ｄ

Ｄ
Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
公 社 債 288,224 17,595 6.1 315,227 41,517 13.2

※平均保有割合　3.4％

※平均保有割合とは、親投資信託の残存口数の合計に対する当該ベビーファンドの親投資信託所有口数の割合。

(2) 利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって発行される有価証券

国内債券マザーファンド（Ｂ号）

種 類 買 付 額

百万円
公 社 債 36,200

利害関係人とは、投資信託および投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害

関係人とは、ＳＭＢＣ日興証券株式会社です。
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三井住友・日本債券年金ファンド

組入れ資産の明細（2021年３月８日現在）

親投資信託残高

種 類
期 首(前期末) 期 末

口 数 口 数 評 価 額

千口 千口 千円
国内債券マザーファンド（Ｂ号） 4,438,400 4,545,063 6,422,629

※国内債券マザーファンド（Ｂ号）の期末の受益権総口数は128,232,774千口です。

※単位未満は切捨て。

第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況
（2020年３月７日から2021年３月８日まで）

該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。

投資信託財産の構成� （2021年３月８日現在）

項 目
期 末

評 価 額 比 率

千円 ％
国 内 債 券 マ ザ ー フ ァ ン ド （Ｂ 号） 6,422,629 99.9

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 3,476 0.1

投 資 信 託 財 産 総 額 6,426,105 100.0

※単位未満は切捨て。ただし、単位未満の場合は小数で記載。

CC_21742641_04_ost三住DS_日本債券年金F_１万口.indd   11 2021/05/17   14:12:19



12－　　－

三井住友・日本債券年金ファンド

資産、負債、元本及び基準価額の状況
（2021年３月８日現在）

項 目 期 末

(A) 資 産 6,426,105,528円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 3,476,523

国内債券マザーファンド(Ｂ号)(評価額) 6,422,629,005

(B) 負 債 21,151,743

未 払 解 約 金 3,427,700

未 払 信 託 報 酬 17,665,185

未 払 利 息 8

そ の 他 未 払 費 用 58,850

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 6,404,953,785

元 本 5,233,589,488

次 期 繰 越 損 益 金 1,171,364,297

(D) 受 益 権 総 口 数 5,233,589,488口

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 12,238円

※当期における期首元本額5,082,127,730円、期中追加設定元本額
1,006,929,159円、期中一部解約元本額855,467,401円です。

※上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額
が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定す
る額（元本の欠損）となります。

※上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資
信託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に
規定する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額とな
ります。

損益の状況
（自2020年３月７日　至2021年３月８日）

項 目 当 期

(A) 配 当 等 収 益 △        2,090円

支 払 利 息 △        2,090

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 △  106,949,410

売 買 益 14,239,977

売 買 損 △  121,189,387

(C) 信 託 報 酬 等 △   35,344,356

(D) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △  142,295,856

(E) 前 期 繰 越 損 益 金 292,560,941

(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 1,021,099,212

(配 当 等 相 当 額) (　1,025,311,586)

(売 買 損 益 相 当 額) (△    4,212,374)

(G) 　 計 　(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 1,171,364,297

(H) 収 益 分 配 金 0

次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 1,171,364,297

追 加 信 託 差 損 益 金 1,021,099,212

(配 当 等 相 当 額) (　1,025,724,156)

(売 買 損 益 相 当 額) (△    4,624,944)

分 配 準 備 積 立 金 292,560,941

繰 越 損 益 金 △  142,295,856

※有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。
※信託報酬等には、信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表
示しています。

※追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定
をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

※期末における、費用控除後の配当等収益（0円）、費用控除後、
繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益（0円）、信託約款に規
定される収益調整金（1,025,724,156円）および分配準備積立金
（292,560,941円）より分配可能額は1,318,285,097円（１万口
当たり2,518円）ですが、分配は行っておりません。

上記のほか、投資信託財産の計算に関する規則第58条第１項各号に該当する事項はありません。

分配金のお知らせ

１万口当たり分配金（税引前）
当 期

－円
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国内債券マザーファンド（Ｂ号）
第21期（2020年３月７日から2021年３月８日まで）

信託期間 無期限（設定日：2000年９月19日）

運用方針 主として日本の公社債に投資し、中長期的にＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）を上回る投資成果を目
指して運用を行います。

最近５期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額

（ベ ン チ マ ー ク）
ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ(総合) 債 券 組 入

比 率
純 資 産
総 額期 中

騰 落 率
期 中
騰 落 率

円 ％ ％ ％ 百万円
17期（2017年３月６日） 13,812 △0.5 378.60 △0.8 98.1 125,284
18期（2018年３月６日） 13,938 0.9 381.53 0.8 99.1 186,734
19期（2019年３月６日） 14,098 1.1 385.77 1.1 99.5 222,437
20期（2020年３月６日） 14,411 2.2 394.08 2.2 99.7 215,613
21期（2021年３月８日） 14,131 △1.9 385.04 △2.3 99.5 181,204

※ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）は、野村證券株式会社が公表している指数で、その知的財産権は野村證券株式会社およびその許諾者に帰

属します。なお、野村證券株式会社およびその許諾者は、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）を用いて行われる三井住友DSアセットマネジメ

ント株式会社の事業活動・サービスに関し一切責任を負いません。また、野村證券株式会社およびその許諾者は当ファンドの運営に何ら

関与するものではなく、ファンドの運用成果に対して一切の責任を負うものではありません。

当期中の基準価額と市況等の推移

年 月 日
基 準 価 額 （ベ ン チ マ ー ク）

ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ(総合) 債 券 組 入
比 率

騰 落 率 騰 落 率

（期　　　首） 円 ％ ％ ％
2020年３月６日 14,411 － 394.08 － 99.7

３月末 14,182 △1.6 388.45 △1.4 99.7
４月末 14,245 △1.2 389.79 △1.1 99.9
５月末 14,192 △1.5 388.13 △1.5 99.8
６月末 14,143 △1.9 386.56 △1.9 99.6
７月末 14,188 △1.5 387.91 △1.6 99.8
８月末 14,132 △1.9 386.09 △2.0 99.7
９月末 14,174 △1.6 387.22 △1.7 99.2
10月末 14,158 △1.8 386.63 △1.9 99.2
11月末 14,179 △1.6 387.12 △1.8 99.1
12月末 14,190 △1.5 387.20 △1.7 99.2

2021年１月末 14,161 △1.7 386.25 △2.0 99.3
２月末 14,059 △2.4 383.06 △2.8 99.6

（期　　　末）
2021年３月８日 14,131 △1.9 385.04 △2.3 99.5

※騰落率は期首比です。
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国内債券マザーファンド（Ｂ号）

１ 運用経過

基準価額等の推移について（2020年３月７日から2021年３月８日まで）

基準価額等の推移

期 首 14,411円

期 末 14,131円

騰 落 率 －1.9％

※ベンチマークは、期首の値が基準価額と同一となるように指数化しています。

※当ファンドのベンチマークは、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）です。
※ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）は、野村證券株式会社が公表している指数で、その知的財産権は野村證券株式会社お
よびその許諾者に帰属します。なお、野村證券株式会社およびその許諾者は、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）を用い
て行われる三井住友DSアセットマネジメント株式会社の事業活動・サービスに関し一切責任を負いません。また、野
村證券株式会社およびその許諾者は当ファンドの運営に何ら関与するものではなく、ファンドの運用成果に対して一
切の責任を負うものではありません。
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400,000

期首 '20/4 5 6 7 8 9 10 11 12 '21/1 2 期末

基準価額（円）：左軸

純資産総額（百万円）：右軸

ベンチマーク：左軸

基準価額の主な変動要因（2020年３月７日から2021年３月８日まで）

　当ファンドは、日本の公社債を主要投資対象として運用を行いました。運用にあたっては、Ｎ

ＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）をベンチマークとし、４つの投資戦略（デュレーション（投資資金

の平均回収期間）、イールドカーブ（利回り曲線）、セクター（債券種別）、個別銘柄選択）に

よりベンチマークを上回る投資成果を目指しました。

下落要因
・追加緩和期待の後退や日銀による金融政策の点検への警戒を背景に、金利が上昇

（債券価格は下落）したこと
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国内債券マザーファンド（Ｂ号）

投資環境について（2020年３月７日から2021年３月８日まで）

日本の長期金利の代表とされる10年国債利回りは、上昇しました。

　2020年３月に米国で緊急利下げが実施され、期初の国内長期金利は一時－0.1％台後半へ低下
する場面もありました。しかし３月中旬には、資産価格のボラティリティ（価格変動性）の上昇
を受けて投資全般を縮小する動きが広がると、安全資産とされる国債に対しても売却の動きが波
及し、長期金利は０％近辺へ急上昇しました。日銀は、2020年３月に金融緩和策を強化しました
が、長短金利操作目標は維持しました。大規模な財政拡大に伴う国債増発懸念がくすぶるなか、
長期金利はプラス圏へ上昇し、３月下旬には一時0.095％を付ける場面もありました。しかし、
金利上昇局面では日銀が国債買入れを積極化したことで、４月には小幅マイナス圏へと低下しま
した。
　その後は、財政拡大に伴う国債増発リスクが意識され、再度プラス圏へと金利上昇しましたが、
日銀のイールドカーブコントロール（長短金利操作）により、年末まで長期金利は概ね小幅プラ
ス圏での横ばい推移が続きました。一方、超長期ゾーンの金利は、国債増発の影響を受けて、上
昇基調で推移しました。12月に開催された日銀金融政策決定会合では、２％の物価目標を実現す
るためのより効果的で持続的な金融緩和の点検を行い、３月会合を目途に結果を公表することが
示されました。2021年１月以降は、長期金利の変動幅拡大が検討されるとの観測が高まったほか、
米経済対策による景気回復期待の高まり等を受けて海外金利が上昇基調で推移したこともあり、
長期金利は期末まで上昇基調で推移しました。
　当期の市場の動きを10年国債利回りでみると、期首－0.121％から期末0.123％へと上昇しまし
た。20年国債利回りも上昇しました。

ポートフォリオについて（2020年３月７日から2021年３月８日まで）

デュレーション（投資資金の平均回収期間）

　デュレーションは、期初より12月にかけて、低金利環境の長期化を念頭にベンチマーク対比中
立から長めを基本に運営しました。ただし、６月末から７月末にかけては、国債増発に伴う需給
悪化を想定し、ベンチマーク対比短めとしました。12月中旬には、長期金利が０％近辺へ低下す
る中、金利低下余地は限定的と想定しベンチマーク対比短めとしましたが、直後の小幅金利上昇
時に中立へ変更しました。１月中旬には財政拡大懸念を背景とする米金利上昇が一服したと判断
し、ベンチマーク対比長めとしましたが、日銀が長期金利変動幅の拡大を検討するとの観測報道
を受け、ベンチマーク対比短めに変更しました。その後はいったん買戻しが入る可能性を考慮し
再度ベンチマーク対比長めにしましたが、日銀の政策柔軟化への根強い警戒感から金利が低下し
づらくなったことから、２月にベンチマーク対比短めに変更し、金利が上昇した２月下旬に短期
化幅を縮小、３月初旬に中立化しました。
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国内債券マザーファンド（Ｂ号）

　当ファンドは、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総

合）をベンチマークとしています。

　左のグラフは、基準価額とベンチマークの

騰落率の対比です。

ベンチマークとの差異について（2020年３月７日から2021年３月８日まで）

基準価額とベンチマークの対比（騰落率）

-1.9
-2.3

（％）

-10.0

-5.0

0.0

第21期

基準価額
ベンチマーク

【ベンチマークとの差異の状況および要因】

　当期における基準価額の騰落率は－1.9％となり、ベンチマークの騰落率－2.3％を0.4％上回

りました。

プラス要因
・事業債をオーバーウェイトとした種別選択と事業債の銘柄選択効果がプラス

に寄与しました。

マイナス要因
・金利上昇局面でベンチマーク対比長めとしたデュレーション戦略がマイナス

に寄与しました。

残存期間別配分

　残存期間の構成は、ベンチマーク対比中期債の割合は低め、長期債の割合は高め、超長期債の

割合は低めを基本としつつ、イールドカーブの見通しに応じてポジション量を調整しました。

種別配分

　種別戦略は、期を通して事業債、ＭＢＳをベンチマーク対比でオーバーウェイトとしました。
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国内債券マザーファンド（Ｂ号）

２ 今後の運用方針

　２％の「物価安定の目標」が安定的に持続することは展望できず、「長短金利操作付き量的・

質的金融緩和」は当面継続される見込みです。引き続き国内外の経済および金融市場・政策動向

を踏まえ、パフォーマンス向上を目指して機動的な運用に努めます。

　デュレーションは、長期金利の方向性を的確に見極めつつ機動的にリスクをとる方針です。残

存期間別配分は、イールドカーブの各残存年限それぞれについて割高・割安の判断を定性・定量

の両面から行い、デュレーション戦略と整合をとりつつポジションを適宜調整します。

　種別配分は、事業債のオーバーウェイトを続けます。引き続き各種別の市場動向を注視し、対

応していく方針です。

　個別銘柄選択は、企業の信用力、スプレッド（国債に対する上乗せ金利）動向を注視して銘柄

選択を慎重に行い、割安な銘柄を組み入れます。

１万口当たりの費用明細（2020年３月７日から2021年３月８日まで）

項 目 金 額 比 率 項 目 の 概 要

(a) そ の 他 費 用 0円 0.000％ その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数

そ の 他：信託事務の処理等に要するその他費用（そ の 他） (0) (0.000)

合 計 0 0.000

期中の平均基準価額は14,166円です。

※期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出しています。

※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

※各項目毎に円未満は四捨五入しています。

当期中の売買及び取引の状況（2020年３月７日から2021年３月８日まで）

公社債

買 付 額 売 付 額

千円 千円

国 内

国 債 証 券 245,400,891 249,726,372

地 方 債 証 券 － 5,681,227

特 殊 債 券 600,000 3,688,670
(    427,800)

社債券（投資法人債券を含む） 42,224,025 56,131,537
(  2,200,000)

※金額は受渡し代金。（経過利子分は含まれておりません。）

※単位未満は切捨て。ただし、単位未満の場合は小数で記載。

※（　）内は償還等による減少分で、上段の数字には含まれておりません。

※社債券（投資法人債券を含む）には新株予約権付社債（転換社債）は含まれておりません。
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国内債券マザーファンド（Ｂ号）

利害関係人との取引状況等（2020年３月７日から2021年３月８日まで）

(1) 利害関係人との取引状況

区 分 買付額等
Ａ

売付額等
Ｃうち利害関係人

との取引状況Ｂ
Ｂ
Ａ

うち利害関係人
との取引状況Ｄ

Ｄ
Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
公 社 債 288,224 17,595 6.1 315,227 41,517 13.2

(2) 利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって発行される有価証券

種 類 買 付 額

百万円
公 社 債 36,200

利害関係人とは、投資信託および投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害

関係人とは、ＳＭＢＣ日興証券株式会社です。

第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況
（2020年３月７日から2021年３月８日まで）

該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。

組入れ資産の明細（2021年３月８日現在）

公社債

Ａ　債券種類別開示

国内（邦貨建）公社債

区 分

期 末

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率 うちＢＢ格以下
組 入 比 率

残 存 期 間 別 組 入 比 率

５ 年 以 上 ２ 年 以 上 ２ 年 未 満

千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％

国 債 証 券 117,140,000 122,075,102 67.4 － 44.6 7.3 15.5
( 22,570,000) ( 24,218,980) (13.4) (－) ( 9.6) ( 3.7) (  －)

地 方 債 証 券 9,300,000 9,671,426 5.3 － 3.5 1.9 －
(  9,300,000) (  9,671,426) ( 5.3) (－) ( 3.5) ( 1.9) (  －)

特 殊 債 券
（除 く 金 融 債）

15,574,549 16,094,390 8.9 － 7.1 1.7 0.1
( 15,574,549) ( 16,094,390) ( 8.9) (－) ( 7.1) ( 1.7) ( 0.1)

普 通 社 債 券
（含む投資法人債券）

32,400,000 32,476,443 17.9 － 11.1 6.5 0.3
( 32,400,000) ( 32,476,443) (17.9) (－) (11.1) ( 6.5) ( 0.3)

合 計 174,414,549 180,317,362 99.5 － 66.3 17.3 15.9
( 79,844,549) ( 82,461,240) (45.5) (－) (31.3) (13.8) ( 0.4)

※（　）内は非上場債で内書きです。

※組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。

※単位未満は切捨て。ただし、単位未満の場合は小数で記載。

※－印は組入れなし。
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国内債券マザーファンド（Ｂ号）

Ｂ　個別銘柄開示

国内（邦貨建）公社債

種 類 銘 柄
期 末

利 率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日

％ 千円 千円

国 債 証 券

第417回　利付国債（２年） 0.1 580,000 582,088 2022/10/１

第419回　利付国債（２年） 0.1 3,680,000 3,694,352 2022/12/１

第420回　利付国債（２年） 0.1 16,840,000 16,908,875 2023/１/１

第421回　利付国債（２年） 0.1 6,860,000 6,889,360 2023/２/１

第146回　利付国債（５年） 0.1 6,330,000 6,383,172 2025/12/20

第10回　利付国債（40年） 0.9 960,000 1,024,080 2057/３/20

第330回　利付国債（10年） 0.8 6,620,000 6,773,054 2023/９/20

第350回　利付国債（10年） 0.1 7,030,000 7,084,341 2028/３/20

第358回　利付国債（10年） 0.1 3,490,000 3,499,388 2030/３/20

第360回　利付国債（10年） 0.1 4,230,000 4,231,988 2030/９/20

第20回　利付国債（30年） 2.5 600,000 787,674 2035/９/20

第30回　利付国債（30年） 2.3 510,000 674,092 2039/３/20

第34回　利付国債（30年） 2.2 380,000 503,108 2041/３/20

第42回　利付国債（30年） 1.7 470,000 585,267 2044/３/20

第45回　利付国債（30年） 1.5 2,400,000 2,891,688 2044/12/20

第46回　利付国債（30年） 1.5 1,130,000 1,362,181 2045/３/20

第48回　利付国債（30年） 1.4 850,000 1,006,179 2045/９/20

第52回　利付国債（30年） 0.5 210,000 204,443 2046/９/20

第55回　利付国債（30年） 0.8 500,000 520,925 2047/６/20

第59回　利付国債（30年） 0.7 1,900,000 1,926,467 2048/６/20

第60回　利付国債（30年） 0.9 1,340,000 1,424,889 2048/９/20

第61回　利付国債（30年） 0.7 2,100,000 2,124,696 2048/12/20

第67回　利付国債（30年） 0.6 5,930,000 5,807,011 2050/６/20

第68回　利付国債（30年） 0.6 360,000 352,483 2050/９/20

第69回　利付国債（30年） 0.7 1,480,000 1,487,326 2050/12/20

第128回　利付国債（20年） 1.9 1,800,000 2,125,422 2031/６/20

第132回　利付国債（20年） 1.7 780,000 909,261 2031/12/20

第134回　利付国債（20年） 1.8 1,000,000 1,179,030 2032/３/20

第135回　利付国債（20年） 1.7 600,000 700,908 2032/３/20

第138回　利付国債（20年） 1.5 1,130,000 1,297,805 2032/６/20

第142回　利付国債（20年） 1.8 330,000 391,683 2032/12/20

第145回　利付国債（20年） 1.7 2,300,000 2,713,563 2033/６/20

第147回　利付国債（20年） 1.6 1,940,000 2,272,865 2033/12/20

第148回　利付国債（20年） 1.5 400,000 464,264 2034/３/20

第149回　利付国債（20年） 1.5 2,210,000 2,568,417 2034/６/20

第151回　利付国債（20年） 1.2 170,000 191,263 2034/12/20

第153回　利付国債（20年） 1.3 1,880,000 2,144,816 2035/６/20

第154回　利付国債（20年） 1.2 1,340,000 1,511,104 2035/９/20
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国内債券マザーファンド（Ｂ号）

種 類 銘 柄
期 末

利 率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日

第158回　利付国債（20年） 0.5 2,210,000 2,262,156 2036/９/20

第160回　利付国債（20年） 0.7 1,300,000 1,368,016 2037/３/20

第163回　利付国債（20年） 0.6 1,950,000 2,014,506 2037/12/20

第164回　利付国債（20年） 0.5 810,000 822,911 2038/３/20

第165回　利付国債（20年） 0.5 2,300,000 2,333,396 2038/６/20

第166回　利付国債（20年） 0.7 3,250,000 3,401,385 2038/９/20

第167回　利付国債（20年） 0.5 1,730,000 1,749,998 2038/12/20

第173回　利付国債（20年） 0.4 500,000 492,505 2040/６/20

第174回　利付国債（20年） 0.4 2,730,000 2,686,183 2040/９/20

第175回　利付国債（20年） 0.5 3,980,000 3,990,746 2040/12/20

第24回　利付国債（物価連動・10年） 0.1 3,720,000 3,753,760 2029/３/10

小 計 － 117,140,000 122,075,102 －

地 方 債 証 券

第６回　東京都公募公債（20年） 2.0 600,000 647,334 2025/３/19

第14回　東京都公募公債（20年） 2.31 1,100,000 1,268,366 2028/３/17

第720回　東京都公募公債 0.87 400,000 407,624 2023/６/20

第759回　東京都公募公債 0.075 100,000 99,889 2026/９/18

第763回　東京都公募公債 0.15 800,000 802,528 2026/12/18

第766回　東京都公募公債 0.145 200,000 200,418 2027/３/19

第768回　東京都公募公債 0.185 800,000 803,736 2027/６/18

第769回　東京都公募公債 0.21 800,000 804,984 2027/６/18

第４回　埼玉県公募公債（20年） 2.18 700,000 794,164 2027/９/21

平成28年度第３回　埼玉県公募公債 0.08 200,000 199,842 2026/５/25

平成28年度第10回　埼玉県公募公債 0.22 100,000 100,661 2027/３/29

平成29年度第３回　埼玉県公募公債 0.175 200,000 200,800 2027/５/24

第128回　共同発行市場公募地方債 0.66 300,000 305,085 2023/11/24

第154回　共同発行市場公募地方債 0.405 600,000 610,614 2026/１/23

第155回　共同発行市場公募地方債 0.22 900,000 907,866 2026/２/25

平成29年度第４回　横浜市公募公債 0.23 1,000,000 1,007,870 2027/10/15

第86回　川崎市公募公債 0.728 500,000 509,645 2023/12/20

小 計 － 9,300,000 9,671,426 －

特 殊 債 券
（除 く 金 融 債）

第４回　貸付債権担保Ｓ種住宅金融支援機構債券 2.03 93,667 96,871 2038/５/10

第９回　貸付債権担保Ｓ種住宅金融公庫債券 2.19 35,535 36,402 2037/５/10

第46回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 1.85 57,172 60,831 2046/３/10

第48回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 1.89 54,054 57,353 2046/５/10

第50回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 1.67 27,782 29,328 2046/７/10

第57回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 1.44 37,903 39,991 2047/２/10

第59回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 1.44 39,241 41,454 2047/４/10

第71回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 1.07 38,706 40,229 2048/４/10

第88回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.93 98,148 101,569 2049/９/10

第90回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.87 52,380 54,054 2049/11/10

第91回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.84 53,499 55,131 2049/12/10
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国内債券マザーファンド（Ｂ号）

種 類 銘 柄
期 末

利 率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日

第123回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.46 84,822 85,513 2052/８/10

第127回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.4 86,213 86,532 2052/12/10

第128回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.42 85,545 85,989 2053/１/10

第129回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.46 173,808 175,139 2053/２/10

第130回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.42 434,095 436,395 2053/３/10

第133回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.42 351,248 352,997 2053/６/10

第134回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.39 88,832 89,063 2053/７/10

第135回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.39 88,752 88,976 2053/８/10

第136回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.44 89,503 90,099 2053/９/10

第139回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.46 89,945 90,662 2053/12/10

第140回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.38 901,560 903,534 2054/１/10

第141回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.36 913,040 913,523 2054/２/10

第142回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.32 274,947 274,248 2054/３/10

第143回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.31 184,130 183,474 2054/４/10

第146回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.21 561,828 555,322 2054/７/10

第147回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.21 467,175 461,690 2054/８/10

第148回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.15 941,780 925,958 2054/９/10

第152回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.33 478,610 477,356 2055/１/10

第153回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.34 192,378 191,974 2055/２/10

第154回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.3 289,701 288,159 2055/３/10

第164回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 0.33 99,872 99,539 2056/１/10

第６回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 2.13 12,367 12,683 2042/10/10

第７回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 2.14 13,501 13,998 2042/11/10

第71回　政府保証地方公共団体金融機構債券 0.391 214,000 217,188 2025/４/25

第73回　政府保証地方公共団体金融機構債券 0.484 201,000 204,887 2025/６/13

第75回　政府保証地方公共団体金融機構債券 0.44 303,000 308,499 2025/８/15

第２回　地方公営企業等金融機構債券（20年） 2.29 250,000 292,510 2029/４/27

第２回　地方公共団体金融機構債券（15年） 1.161 500,000 538,425 2028/12/28

第９回　地方公共団体金融機構債券（20年） 1.927 800,000 926,096 2030/７/26

第20回　公営企業債券（20年） 2.25 400,000 451,024 2027/３/24

第24回　公営企業債券（20年） 2.29 200,000 230,222 2028/４/25

第53回　地方公共団体金融機構債券 0.739 1,500,000 1,527,825 2023/10/27

第67回　地方公共団体金融機構債券 0.501 800,000 814,000 2024/12/27

Ｆ77回地方公共団体金融機構債券 1.519 100,000 107,903 2026/10/20

Ｆ80回地方公共団体金融機構債券 1.658 400,000 445,620 2028/11/７

第91回　地方公共団体金融機構債券 0.155 400,000 400,908 2026/12/28

Ｆ116回地方公共団体金融機構債券 1.481 100,000 108,250 2027/４/23

Ｆ134回地方公共団体金融機構債券 1.348 200,000 216,660 2028/３/17

Ｆ143回地方公共団体金融機構債券 1.351 500,000 539,000 2027/８/25

Ｆ163回地方公共団体金融機構債券 1.05 100,000 106,322 2028/４/28

Ｆ172回地方公共団体金融機構債券 1.155 300,000 316,623 2026/５/29
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国内債券マザーファンド（Ｂ号）

種 類 銘 柄
期 末

利 率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日

Ｆ225回地方公共団体金融機構債券 1.044 100,000 106,615 2028/８/30

Ｆ226回地方公共団体金融機構債券 1.096 100,000 107,295 2029/２/28

Ｆ303回地方公共団体金融機構債券 0.673 100,000 104,017 2029/10/26

Ｆ306回地方公共団体金融機構債券 0.605 300,000 309,492 2028/３/22

第68回　都市再生債券 0.854 150,000 151,921 2022/９/20

第３回　貸付債権担保住宅金融支援機構債券 2.3 64,810 67,035 2042/７/10

小 計 － 15,574,549 16,094,390 －

普 通 社 債 券
（含む投資法人債券）

第536回　関西電力株式会社社債（一般担保付） 0.44 200,000 200,670 2030/12/20

第537回　関西電力株式会社社債（一般担保付） 0.14 200,000 199,738 2026/１/23

第509回　東北電力株式会社社債（一般担保付） 0.2 600,000 601,992 2024/５/24

第520回　東北電力株式会社社債（一般担保付） 0.04 700,000 699,377 2023/５/25

第３回　九州電力株式会社利払繰延・期限前償還無担保（一般無・劣 1.3 1,900,000 1,944,080 2080/10/15

第16回　株式会社長谷工コーポレーション無担保社債（社債間限定 0.3 300,000 298,368 2027/11/26

第１回　大和ハウス工業株式会社利払繰延条項・期限前償還劣後 0.5 1,100,000 1,097,657 2054/９/25

第９回　明治ホールディングス株式会社無担保社債（社債間限定同順 0.001 400,000 399,484 2023/11/27

第１回　アサヒグループホールディングス株式会社利払繰期限劣後 0.97 800,000 809,096 2080/10/15

第15回　アサヒグループホールディングス株式会社無担保社債（特 0.001 600,000 599,604 2024/３/15

第16回　アサヒグループホールディングス株式会社無担保社債（特 0.08 600,000 599,496 2026/３/13

第16回　キリンホールディングス株式会社無担保社債（社債間限定 0.18 100,000 100,097 2025/６/４

第２回　サントリーホールディングス株式会社利払繰延条項・期限前 0.39 600,000 599,598 2079/８/２

第24回　味の素株式会社無担保社債（特定社債間限定同順位特約付 0.19 800,000 801,648 2024/３/８

第15回　野村不動産ホールディングス株式会社無担保サステナ 0.39 300,000 299,565 2031/２/26

第１回　東急不動産ホールディングス株式会社利払繰延条・期限前劣 1.06 400,000 402,932 2055/12/17

第２回　東急不動産ホールディングス株式会社利払繰延・期限前劣サ 1.24 500,000 510,690 2060/12/17

第15回　株式会社セブン＆アイ・ホールディングス無担保社債（社 0.28 300,000 300,543 2027/12/20

第57回　住友化学株式会社無担保社債（社債間限定同順位特約付） 0.24 100,000 100,096 2024/９/13

第52回　三井化学株式会社無担保社債（社債間限定同順位特約付） 0.13 200,000 199,606 2025/12/２

第24回　株式会社三菱ケミカルホールディングス無担保社債（社債 0.37 400,000 400,188 2028/２/25

第７回　株式会社野村総合研究所無担保社債（社債間限定同順位特約 0.01 1,500,000 1,496,805 2023/11/27

第14回　株式会社オリエンタルランド無担保社債（社債間限定同順 0.23 200,000 200,028 2026/１/23

第10回　株式会社ブリヂストン無担保社債（社債間限定同順位特約 0.2 600,000 600,780 2024/４/19

第23回　パナソニック株式会社無担保社債（社債間限定同順位特約 0.39 400,000 396,624 2030/12/24

第18回　ＪＡ三井リース株式会社無担保社債（社債間限定同順位特 0.16 100,000 99,965 2026/３/12

明治安田生命2016基金特定目的会社第１回　Ｂ号特定社債（一般 0.28 500,000 500,210 2021/８/９

第１回　日本生命2017基金特定目的会社特定社債（一般担保付） 0.304 100,000 100,047 2021/８/２

第31回　いすゞ自動車株式会社無担保社債（社債間限定同 0.27 300,000 298,923 2028/２/24

豊田合成第４回　無担保社債（社債間限定同順位特約付） 0.24 100,000 99,793 2025/３/13

日本生命第２回　劣後ローン流動化第１回劣後債（利払繰延・期限前 1.03 700,000 705,453 2048/９/18

第１回　明治安田生命2019基金特定目的会社特定社債（一般担保 0.29 1,000,000 999,740 2024/８/２

第１回　丸紅株式会社利払繰延・期限前償還条項劣後 0.82 1,400,000 1,405,390 2081/３/４

第２回　ユニー・ファミリーマートホールディングス株式会社無担保 0.24 200,000 199,864 2024/２/22
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国内債券マザーファンド（Ｂ号）

種 類 銘 柄
期 末

利 率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日

第７回　イオン株式会社利払繰延条項・期限前償還条項付無担保（劣 1.74 1,000,000 1,033,560 2050/12/２

第78回　アコム株式会社無担保社債（特定社債間限定同順位特約付 0.38 700,000 693,035 2026/８/28

第79回　アコム株式会社無担保社債（特定社債間限定同順位特約付 0.29 700,000 696,108 2025/２/28

第80回　アコム株式会社無担保社債（特定社債間限定同順位特約付 0.28 200,000 199,296 2026/２/26

第87回　日立キャピタル株式会社無担保社債（社債間限定同順位特 0.06 1,000,000 998,190 2024/１/19

第５回　三井住友海上火災保険株式会社利払繰延条項・期限前償還条 1.02 700,000 698,516 2081/２/７

第66回　三井不動産株式会社無担保社債（社債間限定同順位特約付 0.28 500,000 499,580 2026/３/13

第５回　三菱地所株式会社利払繰延条項・期限前償還条項 0.66 400,000 399,088 2081/２/３

第６回　三菱地所株式会社利払繰延条項・期限前償還条項 0.97 300,000 300,000 2081/２/３

第129回　三菱地所株式会社無担保社債（担保提供制限等財務上特 0.17 1,300,000 1,292,915 2026/８/５

第３回　東京建物株式会社利払繰延条項・期限前償還条項付無担保社 1.13 800,000 791,840 2061/２/10

第32回　東京建物株式会社無担保社債（社債間限定同順位特約付） 0.5 600,000 597,072 2030/７/16

第79回　東京急行電鉄株式会社無担保社債（社債間限定同順位特約 0.709 700,000 713,594 2024/４/26

第46回　京浜急行電鉄株式会社無担保社債（社債間限定同順位特約 0.001 1,000,000 997,350 2023/11/27

第58回　阪急阪神ホールディングス株式会社無担保社債（社債間限 0.09 200,000 199,536 2026/２/26

第24回　ＫＤＤＩ株式会社無担保社債（社債間限定同順位特約付） 0.25 600,000 600,084 2025/11/21

第28回　ＫＤＤＩ株式会社無担保社債（社債間限定同順位特約付） 0.355 200,000 199,388 2029/４/26

第30回　株式会社光通信無担保社債（社債間限定同順位特約付） 0.98 200,000 200,262 2031/１/31

第31回　株式会社光通信無担保社債（社債間限定同順位特約付） 1.38 400,000 402,064 2036/２/１

第41回　東京電力パワーグリッド株式会社社債（一般担保付） 0.64 300,000 302,904 2026/10/８

株式会社ＪＥＲＡ第２回　無担保社債（社債間限定同順位特約付） 0.39 800,000 802,624 2030/10/25

第１回　大阪瓦斯株式会社利払繰延条項・期限前償還劣後 0.44 600,000 599,196 2079/12/12

第２回　大阪瓦斯株式会社利払繰延条項・期限前償還劣後 0.6 400,000 398,280 2079/12/12

日鉄住金物産株式会社第２回　無担保社債（社債間限定同順位特約付 0.395 600,000 593,814 2028/３/３

小 計 － 32,400,000 32,476,443 －

合 計 － 174,414,549 180,317,362 －

※単位未満は切捨て。ただし、単位未満の場合は小数で記載。

投資信託財産の構成� （2021年３月８日現在）

項 目
期 末

評 価 額 比 率

千円 ％
公 社 債 180,317,362 98.7

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 2,435,636 1.3

投 資 信 託 財 産 総 額 182,752,998 100.0
※単位未満は切捨て。ただし、単位未満の場合は小数で記載。

CC_21742641_07_ost三住DS_日本債券年金F_国内債券MF（B号）（利害関係人）.indd   23 2021/05/17   14:12:24



24－　　－

国内債券マザーファンド（Ｂ号）

資産、負債、元本及び基準価額の状況
（2021年３月８日現在）

項 目 期 末

(A) 資 産 182,752,998,469円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 368,119,587

公 社 債(評価額) 180,317,362,042

未 収 入 金 1,758,555,600

未 収 利 息 265,208,254

前 払 費 用 43,752,986

(B) 負 債 1,548,628,587

未 払 金 1,300,000,000

未 払 解 約 金 248,627,702

未 払 利 息 885

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 181,204,369,882

元 本 128,232,774,710

次 期 繰 越 損 益 金 52,971,595,172

(D) 受 益 権 総 口 数 128,232,774,710口

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 14,131円

※当期における期首元本額149,614,489,690円、期中追加設定元本

額18,568,804,996円、期中一部解約元本額39,950,519,976円で

す。

※上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額

が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定す

る額（元本の欠損）となります。

※期末における元本の内訳は以下の通りです。

三井住友・年金プラン30� 891,014,096円

三井住友・年金プラン50� 822,168,884円

三井住友・年金プラン70� 250,153,238円

三井住友・ＤＣバランスファンド（安定型）� 96,467,588円

三井住友・ＤＣバランスファンド（安定成長型）� 165,520,924円

三井住友・ＤＣバランスファンド（成長型）� 51,945,681円

三井住友・ＤＣ国内債券アクティブ� 314,303,673円

三井住友・日本債券年金ファンド� 4,545,063,340円

ＳＭＡＭ・年金国内債券アクティブファンド（適格機関投資家専用）� 3,022,344,533円

ＳＭＡＭ・バランスファンドＶＡ安定型（適格機関投資家専用）� 153,992,661円

ＳＭＡＭ・バランスファンドＶＡ株４０型（適格機関投資家専用）� 1,384,810円

ＳＭＡＭ・バランスファンドＶＡ株６０型（適格機関投資家専用）� 289,029円

ＳＭＡＭ・バランスファンドＶＡ株８０型（適格機関投資家専用）� 150,882円

バランスファンドＶＡ（安定運用型）＜適格機関投資家限定＞� 108,011,419円

三井住友／FOFs用日本債Ｆ（適格機関投資家限定）� 117,809,963,952円

※上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資

信託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に

規定する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額とな

ります。

損益の状況
（自2020年３月７日　至2021年３月８日）

項 目 当 期

(A) 配 当 等 収 益 1,000,951,435円

受 取 利 息 1,001,575,840

支 払 利 息 △       624,405

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 △ 5,069,935,921

売 買 益 358,585,400

売 買 損 △ 5,428,521,321

(C) 信 託 報 酬 等 △       132,390

(D) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △ 4,069,116,876

(E) 前 期 繰 越 損 益 金 65,998,838,848

(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 7,781,888,804

(G) 解 約 差 損 益 金 △16,740,015,604

(H) 　 計 　(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 52,971,595,172

次 期 繰 越 損 益 金(Ｈ) 52,971,595,172

※有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

※信託報酬等には、保管費用等を含めて表示しています。

※追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定

をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

※解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額を

差し引いた差額分をいいます。

お知らせ
＜約款変更について＞

　該当事項はございません。
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